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Ⅲ－（１）貴法人が所有する「宅地など」（「農地・林地」、「他者への販売を目的として所有する土地」以外の土地）について

1 単独で所有し
ている

2 他の法人又は
個人と共有し
ている（3の場
合を除く）

3 建物（共同ビ
ル、分譲マン
ション等）の一
部を区分所有
している場合で、
そのための敷
地利用権とし
て、土地の所
有権を共有し
ている

・その土地の上に自
ら所有する建物が
ある場合は、その
建物を貴法人以
外の者に貸してい
る場合でも、2を記
入してください。

・この土地を駐車場
（含む貸駐車場）
や貸別荘などとし
て使用している場
合も、2を記入して
ください。

1 貴法人以外の者
へ貸している

2 貸していない

㎡.
10a

万
1ha

丁
目

町
大字

区
町村

市
郡 その他

（ ）

億都道
府県5

この欄には記入
しないで下さい→

・利用の単位となっている１区画
の土地ごとに、下の回答欄に記
入してください。

・共同ビルなどの建物の一部を所
有（建物の区分所有）しており、
そのための敷地利用権として、
土地の所有権を共有している場
合についても回答欄に記入して
ください。

・ の箇所は設問欄です。設
問欄には記入しないでください。

区
町村

区
町村

区
町村

この欄には記入
しないで下さい→

その他
（ ）

㎡.
10a

万
1ha

億丁
目

町
大字

区
町村

市
郡

都道
府県4

この欄には記入
しないで下さい→

その他
（ ）

㎡.
10a

万
1ha

億丁
目

町
大字

市
郡

都道
府県3

丁
目

町
大字

区
町村

市
郡

丁
目

町
大字

市
郡

丁
目

町
大字

市
郡

【建物以外】

12 駐車場

13 資材置場

14 グランドなどの福利
厚生施設

15 ゴルフ場･スキー場･
キャンプ場

16 貯水池・水路

17 文教用地

18 宗教用地

19 その他（ ）

【特に利用していない】

20 空き地（未着工の建
設予定地を含む）

【建物】

1 事務所（自社用・
賃貸用）

2 店舗（自社用・賃
貸用）

3 工場・倉庫

4 社宅・従業員宿舎

5 その他の福利厚生
施設

6 賃貸用住宅

7 ホテル・旅館

8 文教用施設

9 宗教用施設

10 ビル型駐車場

11 その他の建物
（ ）

この欄には記入
しないで下さい→

その他
（ ）

㎡.
10a

万
1ha

億都道
府県18

この欄には記入
しないで下さい→

その他
（ ）

㎡.
10a

万
1ha

億都道
府県2

この欄には記入
しないで下さい→

都道
府県

10 所在地

㎡

万
1ha 10a

.

この土地の利用用途を一つ選んで当てはまる番
号を回答欄に記入してください。

この土地の利用用途が複数ある場合は、主なものを一
つ選んで当てはまる番号を回答欄に記入してください。

建設中のものは、竣工後の利用予定を選んでください。

この土地を自ら使
用しているのか、貸
しているのかについ
て、当てはまる番号
を回答欄に記入して
ください。

土地の取得時期を回
答欄に記入してください。

取得時期は、この土
地の引渡し時としてくだ
さい。

この土地を何回かに
分けて取得した場合は、
主要な部分を取得した
時期を一つ選んで当て
はまる番号を回答欄に
記入してください。

1 昭和25年以前

2 昭和26～35年

3 昭和36～45年

4 昭和46～55年

5 昭和56～60年

6 昭和61～平成2年

7 平成3～7年

8 平成8～12年

9 平成13年

10 平成14年

11 平成15年

12 平成16年

13 平成17年

土地の所有面積を回答欄
に記入してください。

なお、 「11 土地の所有形
態」で2又は3と回答した場合
は、貴法人の持分の面積を
回答欄に記入してください。

土地の登記簿などに記載さ
れている土地面積は、小数
点以下２桁まで記載されてい
ます。

本調査で把握する土地面
積は、整数値ですので、記
入する際にご注意ください。

小数点以下を四捨五入し
て㎡単位で記入してください。

記入例：

登記簿の面積「18,237.65㎡」

↓

この土地の所
有形態について、
当てはまる番号
を回答欄に記入
してください。

貴法人が所有す
る「宅地など」の所
在地を丁目、大字
まで回答欄に記
入してください。

本所・本社・本
店の敷地につい
ても忘れずに回答
欄に記入してくだ
さい。

その他
（ ）

億

1

15 土地の利用現況14 土地の貸付の有無13 土地の取得時期12 土地の所有面積11 土地の所有形態

15 土地の利用現況14 土地の貸付の有無13 土地の取得時期12 土地の所有面積11 土地の所有形態10 所在地

1 8 2 ㎡.83
億

Ⅲ-(1)

万
1ha 10a

第2面記入欄が足りない場合は、「調査票A追加分」に記入してください。

東京 千代田 霞が関 ２
１

2 8 2 1

宮城 仙台 青葉 二日
2 10 2 5

兵庫 芦屋 西蔵 12
1 2 2 1

7 0

8 7 0

3 8 81

6 42 1

東京 世田谷 奥沢 6 １ 2 7 2 420

■前回ご回答頂いた内容が印刷されている場合のご記入について（留意事項）

留意事項１：前回の回答内容から変更がある事項については、印刷されている内容を二重
線で消し、訂正してください。

留意事項２：前回調査時以降、売却等により所有しなくなった土地・建物については、回
答欄に斜線を引いて消してください。

留意事項３：前回調査時以降、購入等により取得した土地・建物については、空欄にご記
入ください。

留意事項４：法人建物調査予備調査においては、調査事項のうち、建物の「6 構造」に
「地下階数」を、建物の「7 建築時期」に「新耐震基準を満たしているかいな
いか」を、建物の「8 敷地の権原」に「証券化しているかいないか」を、「10 
建物の貸付の有無」に「貸付け面積」を、新たな調査事項として付加しており、
これらの事項についてはプレプリントされておりません。

これらの事項については、調査票へのご記入をお願いいたします。

なお、前回ご回答頂いた法人であっても、社名変更、合併等により当方で同一法人であ
ることが確認できなかった場合には、混乱を避けるためプレプリントを行っておりません
ので、調査票へのご記入をお願いいたします。

調査へのご協力をお願いいたします。

●法人土地基本調査予備調査の事例

新たに取得した土地について
は、空欄にご記入ください。
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Ⅱ－（３）工場敷地にある建物について

1 木造：主要構造部が木造のもの。
木造モルタル塗り及び土蔵を含む。

2 鉄骨鉄筋コンクリート造：主要
構造部が鉄骨と鉄筋コンクリートを
一体化した構造。

3 鉄筋コンクリート造：主要構造部
が型枠の中に鉄筋を組みコンクリー
トを打ち込んで一体化した構造。

4 鉄骨造：主要な骨組が鉄骨造又
はその他の金属で造られたもの。軽
量鉄骨造も含む。

5 コンクリートブロック造：鉄筋で
補強されたコンクリートブロック造の
もの。外壁ブロック造も含む。

6 その他：石造、れんが造、無筋コ
ンクリート造、無筋コンクリートブロッ
ク造、その他、他の分類に該当しな
い構造のもの。

1 証券化
されてい
る（土地
と建物）

2 証券化
されてい
る（建物
のみ）

3 証券化
されてい
ない

1 単独所有

2 共有（3の
場合を除く）

3 建物の区
分所有によ
る土地の共
有

4 普通借地
（5の場合を
除く）

5 定期借地

1 新耐震基

準を満た
している

2 新耐震基
準を満た
していな
い

3 未確認

その他（具体的に）
（ ）

その他（具体的に）
（ ）

その他（具体的に）
（ ）

その他（具体的に）
（ ）

百
万
円

億百
万
円

億百
万
円

億

㎡.
万町

大字
市
郡

権 原建築時期構 造
丁
目

区
町村

都道
府県3

この欄には記入
しないで下さい→

区
町村

区
町村

丁
目

町
大字

市
郡

丁
目

町
大字

市
郡

丁
目

町
大字

区
町村

市
郡

また、1～4
の場合、新
耐震基準を
満たしてい
るか、いな
いかについ
て、当ては
まる番号を
記入してく
ださい。

なお、こ
の建物の
証券化に
ついて、当
てはまる
番号を回
答欄に記
入して

ください。

減価償却累計額減価償却額帳簿価格

百
万
円

百
万
円

百
万
円

百
万
円

百
万
円

百
万
円

億

億

億

百
万
円

百
万
円

百
万
円

億

億

億

億

億

億

16-① 工場別有形固定資産額（建物）

工場敷地ごとに、所有するすべての建
物の有形固定資産の帳簿価格、減価償
却額、減価償却累計額を「16ｰ① 工場別
有形固定資産額（建物）」に100万円単位
で回答欄に記入してください。

ただし、工場敷地単位で有形固定資産
の把握が不可能な場合は、所有するす
べての建物の有形固定資産の合計を
「16-② 法人所有総有形固定資産額（建
物）」に100万円単位で回答欄に記入して
ください。

↓
「16-② 法人所有総有形固定資産額

(建物)」
に記入してください。

16 建物の有形固定資産額

12 延べ床面積

この欄には記入
しないで下さい→

権 原建築時期構 造

㎡.
万都道

府県4

この欄には記入
しないで下さい→

権 原建築時期構 造

㎡.
万都道

府県2

この欄には記入
しないで下さい→

都道
府県

11 所在地

㎡

万

.

工場の敷地
の権原形態
について、当
てはまる番号
を一つ回答欄
に記入してく
ださい。

権原が複数
の場合には最
も主要な権原
の番号を記入

してください。

建物の建築時期を回答欄
に記入してください。

主な建物（最も延べ床面積の
大きな建物）が完成した年次を
一つ選んで、記入してください。

主な建物が増改築されている
場合は、増改築した部分として
いない部分のどちらか面積の大
きい方の年次を一つ選んで、当
てはまる番号を記入してくださ
い。

1 昭和25年以前

2 昭和26～35年

3 昭和36～45年

4 昭和46～55年
5 昭和56～60年

6 昭和61～平成2年

7 平成3～7年

8 平成8～12年

9 平成13年

10 平成14年
11 平成15年

12 平成16年

13 平成17年

主な建物（最も延べ床面積の
大きな建物）の構造について、当
てはまる番号を一つ回答欄に記
入してください。

複数の構造が混在している場合（建
物が増改築されている場合を含む）は、
面積の最も大きい構造を回答欄に記
入してください。

建物の延べ床面積
を回答欄に記入してく
ださい。

建物の登記簿など
に記載されている建
物面積は、小数点以
下２桁まで記載されて
います。

本調査で把握する
建物面積は、整数値
ですので、記入する
際にご注意ください。

小数点以下を四捨
五入して㎡単位で記
入してください。

記入例：
登記簿の面積
「18,237.65㎡」

↓

貴法人が所有する
工場敷地にある建物
の所在地を丁目、大
字まで回答欄に記入
してください。

本所・本社・本店の
建物についても忘れ
ずに回答欄に記入し
てください。

権 原建築時期構 造

1

15 敷地の権原14 建築時期13 構造

15 敷地の権原14 建築時期13 構造12 延べ床面積11 所在地
・工場敷地にある建物につい
て、工場敷地ごとに以下の
回答欄に記入してください。

・ の箇所は設問欄です。
設問欄には記入しないでく
ださい。

兆兆兆

減価償却累計額減価償却額帳簿価格
百
万
円

百
万
円

億百
万
円

億億

16-② 法人所有総有形固定資産額（建物）

工場敷地単位で有形固定資産の把握が不可能な場合は、所有するすべての建物の
有形固定資産の合計を100万円単位で右の回答欄に記入してください。

証券化1～4の場合 新耐震基準

証券化1～4の場合 新耐震基準

証券化1～4の場合 新耐震基準

証券化1～4の場合 新耐震基準

記入欄が足りない場合は、追加分に記入してください。

182 ㎡.83
万

第3面

大阪 大阪 中央 大手前 2

埼玉 所沢 並木

4 751 2 3 6 1 1 2 11

2550
2 4 0 0 3 2 3 170 5 30

1

2

8

2

Ⅱ－（２）工場敷地以外にある建物（延べ床面積200㎡以上）について

1 木造：主要構造部が木造のもの。木造
モルタル塗り及び土蔵を含む。

2 鉄骨鉄筋コンクリート造：主要構造
部が鉄骨と鉄筋コンクリートを一体化した

構造。

3 鉄筋コンクリート造：主要構造部が型
枠の中に鉄筋を組みコンクリートを打ち
込んで一体化した構造。

4 鉄骨造：主要な骨組が鉄骨造又はそ
の他の金属で造られたもの。軽量鉄骨
造も含む。

5 コンクリートブロック造：鉄筋で補強
されたコンクリートブロック造のもの。外壁
ブロック造も含む。

6 その他：石造、れんが造、無筋コンク
リート造、無筋コンクリートブロック造、そ
の他、他の分類に該当しない構造のもの。

1 事務所（自社用・

賃貸用）

2 店舗（自社用・賃
貸用）

3 倉庫

4 住宅

5 福利厚生施設

6 ホテル・旅館

7 文教用施設

8 宗教用施設

9 ビル型駐車場

10 その他の建物（ ）

1 証券化
されて
いる（土
地と建
物）

2 証券化
されて
いる（建
物の
み）

3 証券化
されて
いない

1 単独所有

2 共有（3の場
合を除く）

3 建物の区分
所有による土
地の共有

4 普通借地(5の
場合を除く)

5 定期借地

1 新耐震
基準を
満たし

ている

2 新耐震
基準を
満たし
ていな
い

3 未確認

その他の建物（具体的に）
（ ）

その他（具体的に）
（ ）

その他の建物（具体的に）
（ ）

その他（具体的に）
（ ）

その他の建物（具体的に）
（ ）

その他（具体的に）
（ ）

その他の建物（具体的に）
（ ）

その他（具体的に）
（ ）

その他の建物（具体的に）
（ ）

その他（具体的に）
（ ）

その他（具体的に）
（ ）

その他の建物（具体的に）
（ ）

主要な用途

㎡.
万市

郡

（１の場合）貸付け面積貸付主要な用途権 原建築時期構 造
丁
目

町
大字

区
町村

都道
府県5

㎡.
万

この欄には記入
しないで下さい→

町
大字

町
大字

町
大字

町
大字

所有土地上の建物については、法
人土地基本調査予備調査調査票A
の「10 所在地」の通し番号をこの欄
に記入することで、住所記入を省略
できます。

権 原

権 原

権 原

権 原

構 造

構 造

構 造

構 造

建築時期

㎡.
万

この欄には記入
しないで下さい→

都道
府県

区
町村

（１の場合）貸付け面積貸付主要な用途

㎡.
万丁

目
市
郡4

㎡.
万区

町村

この欄には記入
しないで下さい→

（１の場合）貸付け面積貸付主要な用途建築時期

㎡.
万丁

目
市
郡

都道
府県3

丁
目

区
町村

市
郡

丁
目

区
町村

市
郡

丁
目

町
大字

区
町村

市
郡

なお、こ
の建物の
証券化に
ついて、

当てはま
る番号を
回答欄に
記入して

ください。

また、1～
4の場合、
新耐震基
準を満たし

ているか、
いないかに
ついて、当
てはまる番
号を記入し
てください。

㎡

1 貴法人以外の者に貸

付けている

↓

貸付けている面積を記
入してください。

2 自ら使用している

.
万

㎡.
万

㎡.
万

（１の場合）貸付け面積

（１の場合）貸付け面積

（１の場合）貸付け面積

主要な用途

主要な用途

９ 建物の利用現況

建物の主要な用途に
ついて、当てはまる番
号を一つ回答欄に記入
してください。

また、用途が複数の場
合には、副次的な用途

の番号を右側の回答欄
に記入してください。

９ 建物の利用現況

貸付

貸付

貸付
10 建物の貸付の有無

建物を貸付けているか、
自ら使用しているかにつ
いて、当てはまる番号を
回答欄に記入してください。

また、貸付けている場合
には、貸付けている面積

を回答欄に記入してくださ
い。

小数点以下を四捨五入
して㎡単位で記入してくだ
さい。

10 建物の貸付の有無

５ 延べ床面積

この欄には記入
しないで下さい→

建築時期

㎡.
万都道

府県18

この欄には記入
しないで下さい→

建築時期

㎡.
万都道

府県2

この欄には記入
しないで下さい→

都道
府県

４ 所在地

㎡

万

.

建物の敷地の
権原形態につ
いて、当てはま
る番号を一つ

回答欄に記入
してください。

権原が複数
の場合には最
も主要な権原
の番号を記入し
てください。

建物の建築時期
を回答欄に記入し
てください。

建物が増改築されて
いる場合は、増改築し
た部分としていない部
分のどちらか面積の大
きい方の年次を一つ選
んで、当てはまる番号
を回答欄に記入してく
ださい。

1 昭和25年以前
2 昭和26～35年

3 昭和36～45年

4 昭和46～55年
5 昭和56～60年

6 昭和61～平成2年

7 平成3～7年
8 平成8～12年

9 平成13年

10 平成14年

11 平成15年

12 平成16年

13 平成17年

建物の構造について、当てはまる番号
を一つ回答欄に記入してください。

構造が2、3、4のいずれかの場合は、建
物の階数（地上階数・地下階数）も回答欄
に記入してください。

複数の構造が混在している場合（建物
が増改築されている場合を含む）は、面積
の最も大きい構造を回答欄に記入してくだ
さい。

建物の延べ床面積
を回答欄に記入して
ください。

建物の登記簿など
に記載されている建
物面積は、小数点以

下２桁まで記載され
ています。

本調査で把握する
建物面積は、整数値
ですので、記入する
際にご注意ください。

小数点以下を四捨
五入して㎡単位で記
入してください。

記入例：
登記簿の面積
「18,237.65㎡」

↓

貴法人が所
有する工場敷
地以外にある
建物の所在

地を丁目、大
字まで回答欄
に記入してく
ださい。

本所・本社・
本店の建物
についても忘
れずに回答
欄に記入して
ください。

権 原建築時期構 造

1

８ 敷地の権原７ 建築時期６ 構造

８ 敷地の権原７ 建築時期６ 構造５ 延べ床面積４ 所在地・工場敷地以外にある延べ床
面積200㎡以上の建物につ
いて、１棟ごとに以下の回答
欄に記入してください。

・ の箇所は設問欄です。
設問欄には記入しないでく
ださい。

182 ㎡.83

複数の場合
副次的な用途証券化

1～4の場合
新耐震基準地上 階

地下 階

2,3,4の場合 階数

証券化
1～4の場合
新耐震基準地上 階

地下 階

2,3,4の場合 階数

証券化
1～4の場合
新耐震基準地上 階

地下 階

2,3,4の場合 階数

証券化
1～4の場合
新耐震基準地上 階

地下 階

2,3,4の場合 階数

証券化
1～4の場合
新耐震基準地上 階

地下 階

2,3,4の場合 階数

証券化
1～4の場合
新耐震基準地上 階

地下 階

2,3,4の場合 階数

万

複数の場合
副次的な用途

複数の場合
副次的な用途

複数の場合
副次的な用途

複数の場合
副次的な用途

複数の場合
副次的な用途

第2面記入欄が足りない場合は、追加分に記入してください。

東京 千代田 霞が関 ２ 3 1 1

7 4 0広島 広島 中 国秦寺 1

10
4

3

2

4

1

22

3022 3
442
4 5 2 32

5 1

●法人建物調査予備調査の事例（工場敷地以外）

●法人建物調査予備調査の事例（工場敷地内）

この事項は、プレプリント
されませんので、ご記入く
ださい。

建物の建築時期が1～4に該当す
る場合は、新耐震基準について
もご記入ください。

敷地の権原については、
証券化についてもご記
入ください。

建物を貸付けている
場合には、貸付け面
積もご記入ください。

建物の構造が2～4に該当
する場合は、地下階数もご
記入ください。

建物の建築時期が1～4に該当
する場合は、新耐震基準につ
いてもご記入ください。

敷地の権原について
は、証券化について
もご記入ください。




